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We investigate accounting systems from an epigenetic point of view. In this paper, it is
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ィクスである。エピジェネティクスの定義は研究者により微妙に異なっているが、
エピジェネティックな特性とは、DNAの塩基配列の変化をともなわずに、染
色体の変化によって生じる、安定的に受け継がれうる表現型である
という定義が提案されている3。
DNA（デオキシリボ核酸）は遺伝子の本体であり4、その構成単位は「デオキシリボヌクレオ
チド（以下、ヌクレオチドと略す）」である。ヌクレオチドは塩基、デオキシリボースという5
炭糖、リン酸から構成されている。塩基にはアデニン（A）、グアニン（G）、シトシン（C）、チ
ミン（T）の4種類があり、その結果、ヌクレオチドも4種類存在する（デオキシリボースやリン
酸は同じ）。DNAはこのヌクレオチドが長く連なったものであるが、単独で存在するわけでは
なく、2本の DNAがアデニン（A）とチミン（T）、グアニン（G）とシトシン（C）が対を成す
ようならせん構造を構成している。
さらに、らせん構造の DNAがヒストンというアミノ酸に巻きついている。ヒストンはヒスト
ンH1、ヒストンH2A、ヒストンH2B、ヒストンH3、ヒストンH4の5種類あり、このうちH2A、
H2B、H3、H4のヒストンが2個ずつ組み合って2量体を作り、2量体4個が集まって8量体（ヒス
トン8量体）を作る。この8量体にらせん構造の DNAが巻きついて「ヌクレオソーム」が形成さ
れる。ヌクレオソームが連なり、さらに折りたたまれることによって「クロマチン繊維（染色体）」
が形成される。
エピジェネティクス（遺伝子の発現が抑制されたり、活性化されたりする）が生じる原因とし
て「DNAのメチル化」や「ヒストンの修飾」があげられる。
DNAの4種類の塩基のうちメチル化が生じるのはシトシンである。シトシンの5位という部位
にメチル基が着くことにより、DNAのメチル化が生じる。このメチル化により遺伝子の発現が
抑制される。
ヒストンはアセチル化、メチル化などの化学修飾を受けるが、この修飾により遺伝子の発現が
制御される。アセチル化はリジン（ヒストンの中に存在するアミノ酸）にアセチル基が付く反応
であり、メチル化はリジンまたはアルギニン（ヒストンの中に存在するアミノ酸）にメチル基が
付く反応である。アセチル化は遺伝子の発現を活性化させるが、メチル化は活性化と抑制の両方
の場合がある。
エピジェネティクスは、遺伝子のみが形質の発現を決めるのではなく、発現の活性化や抑制を
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行なう仕組みがあり、その仕組みは遺伝することがあるということを示している。
このようなシステムを他のシステムにも適用できるようにするため、エピジェネティクスの一
般化を行なう5。エピジェネティクスの特徴は
①システムを規定するもの（遺伝子に相当する）が存在する
②システムを規定するものを活性化あるいは抑制する仕組みがある。
③システムを規定するものと抑制または活性化する仕組みは次世代に引き継がれる。
の3つである。本稿ではこのような特徴を有するシステムを「（一般化された）エピジェネティ
ク・システム」と考える。
3．真実性の原則（企業会計原則一般原則一）
前稿では、会計公準・企業会計原則を遺伝子と考えたが、ここでは企業会計原則の一般原則の
一「真実性の原則」について考察する。企業会計原則は企業会計における最高規範であるが、「真
実性の原則」はその中でも最上位に位置する原則である。真実性の原則は以下の通りである。
企業会計は、企業の財政状態及び経営成績に関して、真実な報告を提供するも
のでなければならない。
ここで考察の対象とするのは「真実」の定義である。真実については「絶対的な真実」と「相
対的な真実」が存在するが、会計における真実は「相対的な真実」である。「相対的な真実」と
は、一つの会計的事象に関して複数の処理方法が存在することがあり、その場合は複数の結果が
存在するが、それらの結果をすべて正しいと認めることである。ただし、いったん方法を決定し
たならば原則として次期以降も継続してその方法を使用しなければならない（継続性の原則6）。
真実に対するこのような考え方がエピジェネティック的な現象を生じさせる最大の要因である。
会計において「相対的な真実」を採用する理由は次の二つの原因が考えられる。一つは歴史的
な背景である。初期は会計の目的は「債権者保護」であり、資産の価値については「売却時価」
の提供が求められた。その後経済が発展し、株式市場が整備されてくると「株主保護」が目的と
なり、期間損益が重視され、資産価値は取得原価で表すこととなった。すなわち時代により会計
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の目的が変化し、それに伴い会計の処理も異なってくるが、どちらが正しいかという問題ではな
く、時代の要請により変化しただけである。もう一つは会計の技術性である。企業には多種多様
な業種・形態があり、また規模も巨大企業から零細企業まで存在するので、一通りの処理方法を
定めることは合理的ではなく、むしろ複数の処理方法を用意し、企業の実情に合わせて選択させ
たほうが合理的であると考えられる。また、引当金などの予見計算も必須であるから、複数の結
果が出ることも容認せざるを得ない。
4．重要性の原則の適用について（企業会計原則一般原則二【注意1】）
企業会計原則においては、重要性の原則の適用について
企業会計は、定められた会計処理の方法に従って正確な計算を行なうべきも
のであるが、企業会計の目的とするところは、企業の財務内容を明らかにし、
企業の状況に関する利害関係者の判断を誤らせないようにすることにあるから、
重要性の乏しいものについては、本来の厳密な会計処理によらないで他の簡便
な方法によることも、正規の簿記の原則7に従った処理として認められる。
重要性の原則は、財務諸表の表示に関しても適用される。
と規定しており、適用例として以下の五つをあげている。
⑴ 消耗品、消耗工具器具備品その他の貯蔵品のうち、重要性の乏しいものに
ついては、その買入時又は払出時に費用として処理する方法を採用すること
ができる。
⑵ 前払費用、未収収益、未払費用及び前受収益のうち、重要性の乏しいもの
については、経過勘定項目として処理しないことができる。
⑶ 引当金のうち、重要性の乏しいものについては、これを計上しないことが
できる。
⑷ たな卸資産の取得原価に含められる引取費用、関税、買入事務費、移管費、
保管費等の付随費用のうち、重要性の乏しいものについては、取得原価に算
入しないことができる。
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⑸ 分割返済の定めのある長期の債権又は債務のうち、期限が一年以内に到来
するもので重要性の乏しいものについては、固定資産又は固定負債として表
示することができる。
重要性の判断は各企業に任せられており、とくに上記の⑴～⑸の場合については、重要性を認
識するかしないかにより、会計処理が分かれ、複数の処理の存在が可能となる。
5．会計システムのエピジェネティック現象
ここでは、会計システムで生じるエピジェネティックな現象について考察する。
⑴ 委託販売の収益計上
企業会計原則（損益計算書原則三【注6】⑵）では、委託販売について、受託者が受託品を販
売した日をもって売上収益の実現の日としているが、仕切清算書が販売のつど送付されている場
合には、当該仕切清算書が到達した日をもって売上収益の実現の日とみなすことができるとして
いる。すなわち複数の会計処理が存在している。
ここで遺伝的にこの現象を考える。遺伝子としては「受託品が販売された日を売上収益の実現
の日とする（以下「遺伝子 A」と略記する）」と「仕切清算書が到達した日をもって売上収益の
実現の日とする（以下「遺伝子 B」と略記する）」をとる。どの遺伝子が発現するかは、まず仕
切清算書が販売のつど送付されているか否かで決まる。販売のつど届いていなければ、遺伝子 A
が発現する。販売のつど届いていれば、遺伝子 A、Bのどちらが発現するかは企業の選択に任さ
れる。遺伝子の発現が「仕切清算書が販売のつど送付されているか否か」という条件と「企業の
選択」によって制御されている。この構造はまさしくエピジェネティクスの構造である。この場
合、損益計算書原則三が染色体と考えられる。
⑵ 割賦販売の収益計上
企業会計原則（損益計算書原則三【注6】⑷）では、割賦販売について、商品等を引き渡した
日をもって売上収益の実現の日としているが、割賦金の回収期限の到来の日又は入金の日をもっ
て売上収益の実現の日とすることも認められている。すなわち複数の会計処理が存在している。
ここで遺伝的にこの現象を考える。遺伝子としては「商品等を引き渡した日をもって売上収益
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の実現の日とする（以下「遺伝子 C」と略記する）」と「割賦金の回収期限の到来の日又は入金
の日をもって売上収益の実現の日とする（以下「遺伝子 D」と略記する）」をとる。どちらの日
を売上収益の実現の日とするかは企業の選択に任されているので、遺伝子 C、Dのどちらが発現
するかは「企業の選択」に制御されている。この構造はまさしくエピジェネティクスの構造であ
る。この場合、損益計算書原則三が染色体と考えられる。
⑶ 長期請負工事に関する収益について
企業会計原則（損益計算諸原則三【注7】）では、長期の請負工事に関する収益の計上につい
て、工事進行基準又は工事完成基準のいずれかを選択適用することができるとされている。
①工事進行基準
決算期末に工事進行程度を見積り、適正な工事収益率によって工事収益の一部を当期の損
益計算に計上する。
②工事完成基準
工事が完成し、その引渡しが完了した日に工事収益を計上する。
どちらの基準を使用するかは企業の選択に任されている。
ここで遺伝的にこの現象を考える。遺伝子としては「工事進行基準（以下「遺伝子 E」と略記
する）」と「工事完成基準（以下「遺伝子 F」と略記する）」をとる。どちらの基準を採用するか
は企業の選択に任されているので、遺伝子 E、Fのどちらが発現するかは「企業の選択」に制御
されている。この構造はまさしくエピジェネティクスの構造である。この場合、損益計算書原則
三が染色体と考えられる。
⑷ 減価償却の方法について
企業会計原則（貸借対照表原則五【注20】）では、減価償却について以下のような方法が規定
されている。
①定額法
固定資産の耐用期間中、毎期均等額の減価償却費を計上する方法
②定率法
固定資産の耐用期間中、毎期期首未償却残高に一定率を乗じた減価償却費を計上する方法
③級数法
固定資産の耐用期間中、毎期一定の額を算術級数的に逓減した減価償却費を計上する方法
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④生産高比例法
固定資産の耐用期間中、毎期当該資産による生産又は用役の提供の度合に比例した減価償却
費を計上する方法。
この方法は、当該固定資産の総利用可能量が物理的に確定でき、かつ、減価が主として固定
資産の利用に比例して発生するもの、例えば、鉱業用設備、航空機、自動車等について適用す
ることが認められている。
⑤取替法
同種の物品が多数集まって一つの全体を構成し、老朽品の部分的取替を繰り返すことにより
全体が維持されるような固定資産については、部分的取替に要する費用を収益的支出として処
理する方法を採用することができる。
以上より減価償却については複数の会計処理が存在していることがわかる。
ここで遺伝的にこの現象を考える。遺伝子としては「定額法（以下「遺伝子 G」と略記する）」、
「定率法（以下「遺伝子H」と略記する）」、「級数法（以下「遺伝子 I」と略記する）」、「生産高
比例法（以下「遺伝子 J」と略記する）」、「取替法（以下「遺伝子 K」と略記する）」をとる。ど
の遺伝子が発現するかは、まず、固定資産が鉱業用設備、航空機、自動車等であるか、また、同
種の物品が多数集まって一つの全体を構成しているかにより決まり、さらに企業の選択により定
まる。遺伝子 G、H、I、J、Kの発現が「固定資産が鉱業用設備、航空機、自動車等であるか」、
「同種の物品が多数集まって一つの全体を構成しているか」、「企業の選択」により制御されてい
る。この構造はまさしくエピジェネティクスの構造である。この場合、貸借対照表原則五が染色
体と考えられる。
⑸ たな卸資産の貸借対照表価額について
企業会計原則（貸借対照表原則五【注21】）では、たな卸資産の貸借対照表価額の算定につい
て以下のような方法が規定されている。
①個別法
たな卸資産の取得原価を異にするに従い区別して記録し、その個々の実際原価によって期末
たな卸品の価額を算定する方法
②先入先出法
最も古く取得されたものから払出しが行われ、期末たな卸品は最も新しく取得されたものか
らなるものとみなして期末たな卸品の価額を算定する方法
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③移動平均法
受入のたびに平均原価を計算し、この平均原価によって期末たな卸品の価額を算定する方法
④売価還元原価法
異なる品目の資産を値入率の類似性に従って適当なグループにまとめ、一グループに属する
期末商品の売買合計額に原価率を適用して期末たな卸品の価額を算定する方法。この方法は、
取扱品種の極めて多い小売業及び卸売業におけるたな卸資産の評価に適用される。
以上よりたな卸資産の貸借対照表価額の算定については複数の会計処理が存在することがわかる。
ここで遺伝的にこの現象を考える。遺伝子としては「個別法（以下「遺伝子 L」と略記する）」、
「先入先出法（以下「遺伝子M」と略記する）」、「移動平均法（以下「遺伝子 N」と略記する）」、
「売価還元原価法（以下「遺伝子 O」と略記する）」をとる。どの遺伝子が発現するかはまず取
扱品種の極めて多い小売業及び卸売業かどうかで決まり、さらに企業の選択で決定される。遺伝
子 L、M、N、Oの発現は「取扱品種の極めて多い小売業及び卸売業かどうか」、「企業の選択」
で制御されている。この構造はまさしくエピジェネティクスの構造である。この場合、貸借対照
表原則五が染色体と考えられる。
6．おわりに
前稿に引き続き、会計システムをエピジェネティクスの観点から考察した。前稿では、経理規
定・経理関連規定の多様さを持って会計システムがエピジェネティク・システムであることを示
したが、これはマクロ的な扱いであった。本稿では一つ一つの会計現象を取り上げ、遺伝子や染
色体に当たるものを考え、会計システムのエピジェネティクスを解析した。いわばミクロ的な扱
いで研究した。経済学のように、ミクロ、マクロ両面からの研究があって初めて会計システムの
エピジェネティクスが理解できるので、本研究も多少の意義はあるであろう。
注
1 参考文献1。
2 「エピジェネティクス」については参考文献2～9を参照。この節の記述もこれらの文献を参
照した。
3 参考文献7、21頁。
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4 DNAのすべてが遺伝子として働くわけではない。DNAの一部が遺伝子として働く（合成
すべきアミノ酸を指示する）。
5 このような一般化はすでに参考文献1で行なっている。
6 「継続性の原則」は以下の通りである。
企業会計は、その処理の原則及び手続きを毎期継続して適用し、みだりにこれ
を変更してはならない。
7 「正規の簿記の原則」は以下の通りである。
企業会計は、すべての取引につき、正規の簿記の原則に従って、正確な会計帳
簿を作成しなければならない。
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